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Abstract 
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1. はじめに 

1997 年 n1 月 19 円に公表された 教育課程審議会「教育課程の 基準の改善の 基本方向について 

( 中間まとめ ) 」において，「総合的な 学習の時間」の 設置が提起された。 この時間のねらいとし 

て 挙げられていたのは ，白ら課題を 見つけ，自ら 学ぶ主体的な 態度の育成であ った。 その後， 

1998 年 7 月の同審議会「答申」を 経て，新しく 1998 年 12 月 14 口に 苫 示された小学校および 中 ， 学 ， 

校の学習指導要領と 1999 年 3 月 29 口に告示された 高等学校学習指導要領において ，「総合的な 学 

習の時間」の 設置は明記されることとなった。 

これらの学習指導要領では ，「総合的な 学習の時間」においては「白ら 学び ， 自ら考え」 る 力 

を養うことと 同時に，「自己の 生 ， き方」について 考えることを 目標としている。 特に，高等学校 

学習指導要領では ，学習活動の 例として「自己の 在り方士 - き 万や進路について 考察する学習活動」 

が挙げられている。 生徒のだ体性を 重視し興味，関心に 沿って体験的に 学ぶ学習への 注目 は， 

今回の学習指導要領改訂の 大きな特徴であ ると言えよう。 

ところで，生徒自身が 自らを見つめ ，将来の生活設計などについて 考える学習は ，これまでも 

高等学校家庭科の Lt, で行われてきたものであ る。 このたびの学習指導要領の 改訂によって 尊人 さ 
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れた「総合的な 学習の時間」は ，内容的にも 学習の方法といった 側面においても ，家庭科と重な 

る部分が大きいように 思われる。 家庭科が学習の 対象としてきた 生活自体が総合的・ 包括的なも 

のであ り，家庭科は 元来「総合的な 教科」だという 言 い 万もされてきた。 それならば，このたび 

の教育改革に 際して，家庭科がその「総合性」において 本領を発揮し「総合的な 学習の時間」 

を リードできるようであ ってほしいと 思う。 しかしそのときに ，家庭科という 教科の教育がなし 

崩しになってしまうのでは ，本末転倒と 言わざるを得ない。 

佐藤 (1997, p.57) は，家庭科が 近接領域へ「越境」することによって 開かれる学びの 可能性 

を指摘している。 すなわち，佐藤の 提案は，「問題やテーマを 中心とした総合性」を 主題とし 

「 しり バンスを主張する」ことによって ， 子どもたちにとってリアル な 体験的学習が 可能となる 

ことを示唆している。 こうした点を 考慮すると，「総合的な 学習の時間」は ，家庭科にとって 学 

習を深化・発展させる 機会となることが 期待される。 家庭科という 教科のアイデシティティを 維 

持しっ っ ，「総合的な 学習の時間」における 取り組みへと 教科の枠を超えて 進出していくために 

は，家庭科という 教科の中で，「総合的な 学習」をどのように 位置づけ，教科の 独自性や本質 に 

関 わる部分と， どのような種類の「総合的な 学習」をコミッ ト させることができるのかというこ 

とを，明らかにしなければならないだろう。 

そこで本稿では ，「総合的な 学習の時間」に 発展させることが 可能な「家庭科における 総合的 

学習」の一つの 例として， く ジェンダー ノ をテーマとしたプランを 提案したい。 

2. 家庭科教育の 歴史にみるジェンダ 一の課題 

(1) 1958 年および 1960 年文部省告示の 学習指導要領における 家庭科に関するジェンダー・バイ 

フ ス 

家庭科教育の 歴史をたどると ，戦後の教育改革の 流れにおいて ， 1958 年の学習指導要領改訂 

にあ たり，家庭科には 決定的な変化がもたらされた。 中学校においては 技術・家庭科が 創設され， 

「女子向き」「男子向き」というジェンダー・バイアスに 基づく学習がオフィシャルなく 知ノとし 

て 学校教育の中に 導入されたのであ る。 当時の学習指導要領では ，このような 男女別の学習につ 

いて，次のように 記されている。 

1958 (533) 年 文部省告示中学校学習指導要領 第 8 節 技術・家庭 

第 2  各学年の目標および 内容 

生徒の現在および 将来の生活が 男女によって 異なる点のあ ることを考慮して ，「各学年の 目 

標 および内容」を 男子を対象とするものと 女子を対象とするものとに 分ける。 

このような記述は ， 仝 日 矢口られるところとなった「肉体的差異に 意味を付与する 矢口」 (Scott 

1988) というジェンダ 一の概念に照らしてみると ，明らかなジェンダ 一差別の様相を 呈している。 

男女によって 将来のあ るべき姿が異なっているという 前提に立 - って，それに 子どもたちが 適応す 

るように教育によって 方向付けていたと 言える。 

小学校の学習指導要領においても ，下記のように 同様の記述が 見られる。 



く 家庭科における 総合的学習 ノなづ くる視が．としての、 ジ ダ 33 

1958 年文部省告示小学校学習指導要領 第 8 節 家庭 

3, 指導計画作成上の 留意点 

(4) この段階の男女の 児童の家庭生活における 仕事の分担の 違いや興味の 違 い などの特性に 応 

じ，無理のないようにする。 

同じく，小学校家庭科についての 指導書 (1960 年 ) には，次のような 記述があ る。 

ここでは特に ，家庭科として 問題になった 男女の性差について 述べてみよう。 小学校家庭科 

においては，男女共通に 学習させることをたてまえとして 示してあ る。 ( 中略 ) 男女について 

は 従来からの先人的な 考えによって ，男子は何を ，女子は何をと 決めて指導するような 傾向が   

あ たが，初めからそういう 考え方をとっているのではなく ，今回の改訂では 男女児童がそれ 
ぞれの家庭生活の 必要に応じ，また ，それぞれの 興味や能力に 応じて学習できるような 内容の 

示し方をしているのであ る。 しかしまた，具体的な 家庭生活の経験に 基づいて，学習する 家庭 

科 では，この段階の 男女児童の家庭生活における 仕事の分担の 違いや興味の 違いなどの特性に 

ついて， じゅうぶん研究することが 必要で，それによって 無理のない指導を 行なうのでなけれ 

ばならない。 また，男女児童はすでに ，それぞれの 家庭，社会の 日常の生活 境を背景にして ， 

ものの見方，考え 方をしてきているのであ るから，地域の 実態や家庭の 実状をじゅうぶん 理解 

した上で，指導することが 大切であ る。 

以上の記述から ，当該社会における 性別役割分担に 基づく男女の 役割が，教育を 通して子ども 

たちに伝えられていたことが 明らかであ る。 高等学校の家庭科についても ， 1960 年吉ボ の 学習 

指導要領において ， 女丘は ついて「家庭 -- 般 」 4 単位を履修させることとなり ，そのかわり 男子 

には「体育」を 2 単位多く課す 措置が採られた。 こうして家庭科はジェンダ 一の再生産の -- 端を 

担うことになった。 

(2) 「家庭科教育の 戦後体制」としての 高度経済成長期 

折しもこの頃 ， 日本は高度経済成長期にさしかかっていた。 高度経済成長期の 家族関係のこと 

を ，落合 (1994) は「家族の戦後体制」という 詩葉 で表している。 落合は (1) 女性の主婦化， 

(2) 再生産平等主義 ( 「適齢期」にこぞ。 て 結婚し ， 子どもが 2, 3 人という家族を づ くる， とい 

う画 - 化された家族親 ), (3) 人 「 -] 学的移行 期 ( 人口学的に見て 多産少子の世代的な 特徴を持つ 

世代がつくった 家族 ) というような ， 以 -,3 点の特徴を持つ 家族のあ り方を「家族の 戦後体制」 

と 定義しこの時期に ，「近代家族の 大衆化」を特徴とする「 20 世紀近代家族」が 日本でも成立 

した時期と見なしている。 

「近代家族」とは ，次の 8 つの特徴を持っものとされる ( 落合 1989) 。 すなわち，㏄ 家内 領 

域 と公共領域との 分離，②家族構成員 相 圧の強い情緒的関係， Q チ ども中心柱 義 ，④男は公共 領 

域 ，女は家内領域という ，性別分業，⑤家族の 集団化の強化，⑥社交の 衰退とプライバシ 一の成立， 

⑦非親族の排除，⑧核家族， ということであ る。 落合の言葉を 借りれば，このような 近代家族が 

一般化し普及していった 時期が「家族の 戦後体制」ということになる。 

ところで，まさにこの「家族の 戦後体制」の 時期は家庭科教育にとっても CIE の影響下から 脱 
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していくことになる「家庭科教育の 戦後体制」の 時期に相当している。 戦後，家庭科は 1947 年 

度の『学習指導要領家庭科 編 ( 試案Ⅱに記されていたように ，「民主的家庭建設」の 教科であ る 

ことを 標傍 した。 しかし当時考えられていた「民主的家庭」自体が ，性別役割分業を 前提とし 

た「男女の協力」を 目指すという 時代的な限界があ ったことは否めなかった ( 林木 1990) 。 そ 

の後，小学校家庭科では「民主的家庭」のあ り方をめぐる 議論から CIE の意向も影響して 家庭科 

「廃止論」が 台頭するといった 出来事も生じた ( 堀内 1995a, 1995b, 1995c, 田中 1998a, 1998b)o 

高度経済成長期にあ たって， 日本の産業界は 教育に期待を 寄せ，「産業教育の 振興」を要望し 

た。 1957 年の中央教育審議会答申「科学技術教育の 振興方策について」は ，「日本の産業技術を 

振興し産業の 自主性を回復し ，国際的競争力を 高めるため」に ，「科学技術に 関する研究と 教 

育の振興」を 説くものであ った。 1958 年告示の学習指導要領作成の 背景には， こうした日本 狼 

自 の社会的要請が 反映しており け トホ・鈴木共編 1990), 「家族の戦後体制」を 補強するような 

日本型「民主的家族」像が ，家庭科を通しても 子どもたちに「教えられる」ようになっていった。 

すなわち，高度経済成長を 支える「企業戦士」としての 男性と，そのような 男性を支える 主婦と 

しての女性によって 営まれる家族関係・ 家庭生活がモデルとして 想定された。 日本の場合，急速 

な高度経済成長に 伴い，それを 促進・補強するような 形で学習指導要領の 文部省告示という 全国 

レベルの教育改革が 進められ，家庭科教育は 性別役割分業を 前提とした女子に 対する学習という 

位置づけが強固なものになったと 言えるだろう。 

(3) 家庭科教育史からのジェンダー 教育への示唆 

今日私たちは ，以上のようなかっての 家庭科教育の 歴史からどのようなことを 学ぶことができ 

るのだろうか。 教育がその社会で 価値のあ ると見なされる 知識を子どもに 伝達するという 役割を 

担っている以上，当該社会において 期待される男女の 役割も，「教えられるべきもの」として 子 

どもに伝えられることになる。 その意味において ，過去の家庭科教育のみを 批判するわけにはい 

かない。 学校こそ，「ジェンダーを 再生産する装置」 ( 藤田 1993) なのであ る。 

しかし家庭科教育に 関わる者として ，かっての家庭科がジェンダ 一の再生産に 加担してきた 

ことに対しては 自覚的であ らねばならない。 重要なことは ，今後， ジェンダー に 縛られた社会に 

適応する子どもを 育てるのではなく ， シ ン ダ ブ リ一な社会へと 変革するための 力を持った 

子どもを育てるような 教育を行うにはどうしたらよいのかということを ，省察することであ ろう。 

(4) ジェンダ一の 視点で考える「家庭科における 総合」のあ り方 

「総合的な学習の 時間」に発展させることが 可能な，「家庭科における 総合的学習」のテーマ 

として， く ジェンダートを 取り上げる理由は ，以下の 2 点であ る。 

第 1 の理由は，前述した 2 6 に， 日本の戦後の 家庭生活・家族関係のあ り方のモデルを 示し 

かつての子どもたちが 今日の大人となり ，現在の家庭生活を 営む素地となった 教育を行ってきた 

のが，家庭科だということであ る。 「家庭」こそ ，基礎的な社会関係が 取り結ばれる 場であ り， 

、 ジェンダー 0 間 題 が発生する原初的な 場であ る。 家庭科の学習の 守備範囲は，ジェンダ 一のく 磁 

場ノ であ る家庭生活のあ りようそのものなのであ る。 

他教科や特別活動でもジェンダーは 題材化することができるだろうし ，そのような 実践 例 ・ 教 

材 案も数多く見られる ( 小川 l 1998, 大阪府同和教育研究協議会編 1998 など ) 。 しかし単発 
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的な一つの学習内容にとどまらず ，教科の根本的理念と 関わるところでジェンダーが 影響してい 

る教科は，家庭科をおいて 他にない。 家庭科は，成立以来ジェンダ 一によって補強され ，新たに 
ジェンダー を生， みだしてきた。 そして 今 ，ジェンダー を 乗り越えるために 重要な教科として 社会 

的に位置づけられるようになった ( 総理府男女共同参画室編 1997)0 

第 2 の理由は，「実践的・ 体験的」 な 学習を行う家庭科では ，ジェンダ一について 理解するの 

みならず，ジェンダ 一にとらわれない 自立した生活を 可能にする実質的な 生活技術や知識といっ 

た ，家庭生活全般に 関する自己管理能力を 高めることができるという 点があ げられる。 その意味 

で，ジェンダ 一についての 学習は，あ くまでも実践を 伴って行われる 必要があ る。 そしてその実 

践は， 何よりも学習者にとって ，ジェンダーへの 理解と結びつく 形で学ばれるものでなければな 

らない。 換言するならば ，家庭生活に 関する内容のあ らゆる学習を 一貫して結びつけていくもの 
が 、 ジェンダー・セン、 ンティブ ( ジ に ン ダ 敏感 ) な視 ，点であ るということになろ 、つ 

以上の 2 点から，ジェンダー・センシティブな 視点を持って 生活をとらえるということが 家庭 

科 という教科のアイデンティティになる。 ジェンダーは 衣 ・ タ ・ 住 ，家族といった 生活上のすべ 

ての側面に関わって 生じていることであ り，私たちの 家庭生活は， まさにジェンダ 一によって 

「総合化」されている。 したがってジェンダー は ，家庭科の学習そのものを「総合」するキ ーヮ 

ードとなるのであ る。 

ジェンダ一について 考える学習は ，差別を告発するものというよりも ， 自分を取り巻いている 

物事を相 ヌォ 化して考える 学習であ る。 特に ，人 と人との関わりの 中で ，く男ノ としての自分， く 

女ノ としての自分がどのように 見られ，位置づけられているのかを 見つめ直すことから ，ジェン 

ダ 一の学びは始まる。 日本社会の中で「当たり 前のこと」と 見なされてきた 出来事を取り 上げ ， 

それが「当たれ ) 前 」と思われているのはなぜかあ えて問い直すことは ，子どもたちが 広い視野で 

物事をとらえることにつながる。 さらに，日本社会にとって「当たり 前」のことも ，諸外国にお 

いてはどうなのか 考えてみるという 視点も加えることによって ，結果的に現代の 日本社会が内包 

する問題点や 差別の構造が 見えてくることになろう。 

「総合的な学習の 時間」においては ，「自己の在り 方生き方や進路について 考察する学習活動」 

な 行うこととしているが ，円らを省察する 上でジェンダー・センシティブな 視点は不可欠であ る。 

なぜなら，ジェンダ 一の問題は ，く女ノ としての自分， く先ノ としての自分のアイデンティティ 

と 結びついており ，社会的存在としての 人間が他者との 関わりを持って 生きている以上，ジェン 

ダ一の問題を 抜きにして，「自己の 在り方生き方」を 問うことはできない。 この意味においても ， 

ン 。 ェ /  、 ダ 一 の 概念は，「総合的な 学習の時間」の 趣旨に合致した 重要な内容となり 得ると考える。 
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3. く 日本的ジエンダー 問題 ノ に関する仮説に 基づく授業プランの 枠組 

(1) なぜ く 日本的ジェンダー 問題 ノ なのか 

ところで，家庭科においてジェンダーをテーマとした 総合的学習を 展開する際に ，学習の接点 

はく円本的ジェンダー 問題 ノに 関わるところにあ る， ということに 留意したい。 ジェンダー と @ よ 

当該社会の中で 期待され，つくられる 性差であ る以上，その 社会が内包する 文化によって 特徴が 

見られるはずであ る。 ジェーンダ一の 問題を学習内容とすることは ，ジエンダーというく 知ノはっ 

い ての・ 般 論を学ぶことではなく ，現実の私たちの 生活の中でどのような 形でジェンダーが 立ち 

現れ ， 私たちの意識や 行動をた右しているのかということ ，すなわち，今を 生きている子どもた 

ちが「ジェンダー 化されている 自分」に気づくことを 目標として取り 組まれなければならない。 

その意味で， ジェンダー ほ ついての学習は ，あ くまでもく日本的 ジ ダ 一間 題ノは ついてのも 

のから着手されなければならな、     

(2) く 日本的ジェンダー 問題 ノ 0 社会的背景 

それではく円本的ジェンダー 問題 ノ とは何か，データをもとに 次に考えてみたい。 

図 1 から，男女共に「 女 ，性は仕事を 持つのはよいが ，家事・育児はきちんとすべきであ る」と 

いう考え方に 賛成する者は 8 割をⅡ阿り， 家婁 ・育児の担い 手としての女性への 期待は大きい。 

「男は仕事，女は 家庭」といういわぬる 性別役割分業観について ，「賛成」と 回答する割合は 年々 

漸減しているが ，変わったのは「女は 家庭」のみではなくなったということであ り，家事労働は 

依然としてな 性の仕事と見なされている。 

  
女性 Ⅰ賛成 

口 どちらかといえば 賛成 

男性 
田 どちらかといえば 反対 

申 反対 

口 わからない 

全体 
  

㌃ 11l   
  

  

  0% 50% 100% 

 
 

図 「 「女性は仕車を 持っのはよいが、 家事・育児 
はきちんとすべきであ る」という考え 方について 

    
出所 : 総理府「男女共同参向 引 ，会に関する 世論調査」。 1997) ょ 。   ) 作成。 

n=3574 。 力ニ 1619. 女 @=1955, 

， 万 ， 男 ，性の理ましい 生き方として 考えられでいるのは ，「家庭生活または 地域活動にも 携わ 

るが，あ くまで仕事を 優先させる」ような 生き万であ る ( 図 2) 。 「仕事に専俳」する 生き方とあ 

わせると， 62.4% が男性の望ましい 生き方として ，仕事 は ウエイトを置いた 牛， き方を考えている 
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ことがわかる。 女性に対して 同じ質問をした 結果，女性に 対しては「家庭生活または 地域活動と 

仕事を同じように 両立させる」ことが 最も望ましいと 見なされていた。 

女性の望ましい 生き方 

3.6 

0 

男性の望ましい 生き方 

6.O 

 
 
0
%
 

6
 
 
 

び
 
よ
 

耐
お
 

 
 
0
%
 

2
 
托
  
 

出所 : 総理府「男女共同参同社会に 関する世論調査」 (1997) より作成     

n  二 3574  ( 男 =  1619,  丈二 1955) 

1975 年の国際婦人年以降，固定的な 性別役割分業に 関して，「女性が 働くこと」に 対する社会 

の 受容度が増したということは ，これらの調査結果からも 認められよ う 。 しかし男性の 生き方 

に 焦点を当て，男性が 仕事を第 - に 優先するのではなく ，男性自らが 家庭生活を創造する 主体と 

なることについては ，ジェンダ一の 問題を考える 上で後回しにされてきたように 思われる。 

伊藤 (1997) は，「女性問題の 解決のためには ，男性の側の 意識や生活スタイルの 変革が必要」 

という意味で「男性問題」を 取り上げ ， 我が国のく男性学 ノの 振興を図っている。 1989 年頃 か 

ら 浸透し始めた 我が国の男性学の 推移は，伊藤の 著書 ( 伊藤 1996) や井上らのアンソロジー 

( 井 - ヒ池編 1995) 等から知ることができる 。 また，企業社会の 担い手として 生きることに 男 ， p 生 

自身が疑問を 投げかけ，「男らしさ」とは 何かを問 い 始めている ( 豊田 1997, メンズセンタ 一編 

1996. 1997)0 

東京女性財団 (1998) の調査研究は ，高度経済成長期末期から 安定期に至る 日本経済を支えた 

中心的世代であ る団塊の世代の 男性に焦点を 当てて，「男性の 目 正 」とはどのようなことを 意味 

し 今日男性はどのような 状況に置かれているのかをとらえ よう としたものであ る。 特に，職場 

に強 い 帰属意識を持ち ，日本の企業社会に 組み込まれ，会社中心の 生活を当たり 前だと思 い，何 

ら 疑問に感じることのな 、 ・，男性の「働かされ 方 」を問題 ヰ こし，男性の「会社からの 自立」を抜き 

に ， ジェンダー   ブ リ一な社会の 到来は不可能であ ることを論じている。 

以上の指摘にあ るように， く 円本的ジェンダー 問題 ノ とは，特に，男性の 家庭生活への 主体的 

な関わりを阻む 企業社会のあ り方に見いだされるのではないだろうか。 木本 (1996) が指摘する 
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ような，性別役割分業に 裏 付けられた男性の 長時間労働によって 支えられている 企業社会を優先 

する口木の風上 は ，男性の生活者としての 日立 - を阻んできた。 そればかりではなく ，男性の「 会 

社からの自立」が 達成されていないことによって ，女性とのパートナーシップにおいて ，性別役 

割分業に基づく 関係が余儀なくされている。 こうした「ジェンダ 一関係的自立」 ( 東京な性財団 

1998p.5) を阻んでいるのが ， く 日本的ジェンダー 問題 ノ だと言えるのではないだろうか。 

さらに，男性のみならず 子どももまた ，生活者としての 主体的な家庭生活への 参加は期待され 

ず ，学校の競争システムの 中に取り込まれているのであ る。 宮本ら (1997) は，商学歴で 定職に 

ついているにも 関わらず， 親 と同居を続け 家事労働をはじめとする 生活の管理を 母親に依存する 

「ヤンバアダルト」の 実態と意識を 明らかにしている。 このような生活面でく 自立 ノ しない・し 

ようと   息 わない青年層の 存在と，こうした 子どもに対して 受容的な親という 親子関係にも ，注目 

する 必 、 要があ ろう。 

(3) 夫妻の生活時間に 見る家事労働時間の 特徴 

次に，夫妻の 家事労働への 関わり方について 生活時間の側面から 見てみたい。 総務庁の「社会 

化 活 基本調査」を 分析した天野 (1998) に よ ると，家事労働関連時間は 20 年間に男性は 倍増し ， 

女性はやや減少している。 しかしそれでも 男性の家事労働時間は 30 分に満たない。 一方丈，性 

は， 4 時間近くも家事労働を 行っでおり，男女間の 家事労働時間の 格差は極めて 大きい。 

さらに天野 (1998) は世帯類型別に 家老労働時間を 比較し，「夫婦と 子どもの世帯」の 妻の家 

事労働時間が 最も長く ， 子どもがいることによって 増加する世帯の 家事労働は妻が 一手に担って 

いると指摘している。 妻が常勤の世帯であ っても， 1 口に必要な家事労働にかかる 時間をもとに 

算出された家事分担率を 見ると，男性の 分担，は 2 割に満たない。 子どものいる 世帯で両親が 同居 

している場合にも ，家事労働時間は 8 分ほど短縮されるのみで ，妻の家事労働の 負担には，大き 

な変化は見られない。 

そこで，「夫婦のみの 世帯」と「夫婦と 子どもの世帯」をとりあ げ，夫婦の年齢階層別に 家事 

労働時間と収入労働時間を 比較してみることにする。 家事労働時間には 子どもの有無や 子どもの 

年齢が影響を 及ぼし，収入労働時間は 年齢に伴う仕事 L の責任の重さによっても 異なるであ ろう 

と予想される。 またこれらの 時間は，在職中と 退職後とでは 大きく異なってくるであ ろう。 結果 

を 表 1, 表 2 に示す。 
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表 1  世帯類型・年齢別 夫 

収入労働時田 

15  一 24 歳 夫 7.30 

妻 3.24 

25  一 29 歳 夫 7.21 

妻 3. Ⅰ 2 

30  一 39 歳 夫 7.18 

妻 3.20 

40  一 49 歳 夫 7.12 

妻 3.36 

50  一 59 歳 夫 6.44 

妻 3.02 

60  一 64 歳 夫 4.25 

妻 1.53 

65  一 69 歳 夫 3.11 

妻 1.11 

70 歳以上夫 1.32 

  妻 l 0.43 

捷の収入労働時間と 家事労働時間一夫婦のみの 世帯 一 

( 単位 

家事労働時制 家事 介護・看護 育児 買い物 

0 ． 27 0 ． 03 0 ． 02 0 ． 00 0 ． 22 

3.00 2. Ⅰ 8 0 ． 0 Ⅰ 0 ． 03 0 ． 38 

0 ・ 24 0 ・ 07 0 ・ 00 0 ， 00 0 ， 17 

3.25 2.38 0 ． 01 0 ． 03 0 ． 43 
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リ
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㏍
 
Ⅰ
 

4.02    3.15 0 ． 06 0 ， 02 0 ． 39 

0 ・ 01 0 ・ 00 0 ． 08   0 ・ 07 0 ． 06 0 ． 42 

0 ・ 0 Ⅰ 0 ． 02 0 ． 16   0 ・ 05 0 ． 05 0 ． 44 

0 ． 01 0 ・ 01 0 ． 14 

4.48   0 ・ 08 0 ． 03 0 ． 42 

0 ・ 04 0 ・ 01 0 ． 16 

4.32   0 ・ 10 0 ． 01 0 ． 38 

39 

: 時間． 分 ) 

労働時間合計 

7.57 

6.24 

7.45 

6.37 

7.43 

7.17 

7.30 

7.38 

7.00 

7.20 

5.04 

6.30 

3.50 

5.59 

2.22 

5.15 

出所 : 総務庁「平成 8 年度社会生活基本調査」より 作成 

表 2  世帯類型・年齢別夫妻の 収入労働時間と 家事労働時間一夫婦と 子どもの世帯 一 

( 単位 : 時間， 分 ) 

収入労働時間家事労働時間 家事 イ 片言葉   看護 育児 買い物 労働時間合計 

15  一 24  歳 夫 7.43 0 ． 48 0 ・ 04 0 ． 03 0 ． 24 0 ． 17 8.31 

妻 1.09 7.25 3.18 0 ・ 02 3.22 0 ． 43 8.34 

25 一 29 歳 夫 7.39 0 ． 39 0 ・ 03 0 ・ 01 0 ． 19 0 ． 16 8.18 

妻 0 ． 55 7.36 3,46 0 ． 03 3.00 0 ． 47 8.31 

30 一 39 歳 芙 7.40 0 ・ 34 0 ・ 05 0 ． 01 0 ． 14 0 ． 14 8.14 

妻 Ⅰ， 52 6.44 4.22 0 ・ 03 1.37 0 ． 42 8.36 

40 一 49 歳 夫 7.29 0 ．Ⅰ 9 0 ・ 06 0 ・ 0 Ⅰ 0 ． 03 0.09 7.48 

妻 3.08 6.20 4.21 0 ・ 04 0 ． 10 0 ． 45 9.28 

50  一 59 歳 夫 6.57 0 ・ 17 0.06 0 ， 01 0 ． 00 0 ． 10 7. Ⅰ 4 

妻 3.06 4.54 4.01 0 ・ 06 0 ． 02 0 ， 45 8.00 

60  一 64 歳 夫 4.52 0 ・ 28 0 ．Ⅰ 3 0 ・ 02 0 ・ 00 0 ．Ⅰ 3 5.20 

妻 ， 2.09 5. Ⅰ 5 4.22 0 ・ 04 0 ． 03 0.46 7.24 

65  一 69 歳 夫 3.37 0 ・ 39 0 ． 22 0 ． 02 0 ・ 02 0 ， 13 4.16 

妻 1.41 5.13 4.24 0 ． 08 0 ． 02 0 ． 39 6.54 

70 歳以上， 夫 1.57 0 ・ 50 0 ． 32 0 ． 04 0 ・ 00 0 ． 14 2.07 

妻 0 ， 50 5.13 4.26 0 ・ 12 0 ・ 00 0 ． 35 6.03 

出所 : 総務庁「平成 8 年度社会生活基本調査」より 作成 
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「夫婦のみの 世帯」と「夫婦と 子どもの世帯」を 比較して顕著な 点は， 20 一 30 歳台の出産・ 

育児 期 にあ たる世帯の家事労働時間の 長さであ る。 この時期の「夫婦と 子どもの世帯」の 家事 労 

働 時間は，「夫婦のみの 世帯」のそれの 約 2 倍であ る。 10 歳台から 30 歳台までの「夫婦と 子ども 

の世帯」の 夫 たちは，年齢が 若いほど家蚕労働時間が 長くなっている。 そして，家事 労 ・働の中で 

も 特に，育児への 参加が多い。 家事労働の時間景から 見ると， 子どもの年齢が 小さいほど，また 

夫と妾の年齢が 若いほど，夫婦で 協力しあ って育児を行っている 様升 がうかがえる " しかし， 実 

際に lH に必要とされた 家婁 労働を夫 妾 でどのくらいの 割合で分担していたのかを ポす 家事分担 

率を算出したところ ，むしろ「夫婦のみの 世帯」の万が ，夫 たちの分担率が 高 い ことが明らかに 

なった ( 図 3, 図 4L 。 しかしそうとはいえ ， どの年齢階層においても ， 夫 たちの家事分担率は 1 

割 程度に過ぎない。 

70 歳以上 

  65 ～ 69 歳 

  60 ～ 64 歳 

  50 ～ 59 歳 

  40 ～ 49 歳 

    30 ～ 39 歳 

  25 ～ 29 歳 
  

  15 ～ 24 歳 
  

0% 20% 40% 60% 80% l0 ㎝ 

図 3 世帯類型・年齢別夫妻の 家事分担率 
一夫婦のみの 世帯 一 

出所 : 総務庁「平成 8 年力吏卒 t 合材・， 舌 基本。 ・ 周脊 」より作成 
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70 ぬ 以上 

65 ～ 69 歳 

60 ～ 64 歳 

50 ～ 59 歳 
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出所 : 総務庁「平成 は 年度社会生活基本調査」 よ 。   ) 作成 

こうした 夫 たちの家事労働への 参加状況にみられる 傾向は，東京都世田谷区において 1990 年 

と 1995 年に実施した 堀内らの事例研究 ( 堀内他 1992, Horiuc ㎡， etaI. 1997a) によっても明ら 

かにされており ， 夫 たちの家事労働の 分担率は 5 年間の間に増加してはいるものの ，妻の職の有 

無 ・勤務形態に 関わらず，家事労働の 8 割以上を妻が 担っているという 状況が見られた。 このよ 

うな実態を裏 付けるように ，家事労働を「いつも・ 時々負担に感じる」という 妻は，約 7 割以上 

を 占めているという 調査結果も公 - 表されている ( 国民生活センター 1998)0 

加えて，家事労働を 分担することについて ， 夫 たちが「自分のやること」だと 思って行って い 

るという意識は 全般的に低く ， 妻の方も職の 有無・勤務形態に 関わらず夫が 家事を分担すること 

に対してあ まり期待を持っていないということが ，堀内ら (1997b) の調査によって 明らかにさ 

れている。 これらの調査結果から ，家事労働への 参加，すなわち 家庭生活への 主体的な関わりか 

ら疎覚されている 夫 たちの現状が 浮かぶ。 

(4) 子どもの生活時間に 見る家 労働時間の特徴 

それでは， チ どもたちの家事労働への 関わりはどうであ ろうか。 社会生活基本調査のデータ か 

ら ，学業と家事労働に 関する時間を 取り上げて示したものが 図 5 であ る。 
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子どもの生活時間の 中で家事労働に 参加する時間には ，ほとんど変化が 見られない。 男子は小 

学生から高校生 - までは 10 分程度，短大以上 - では 20 分程度であ る。 女 丑の場合には ，小学生 - から 

高校生 - までは 20 分程度，短大別 ヒ になると約 1 時間であ る。 関 わる時間は男女それぞれ 年齢によ 

る 増減はあ まり認められないと 同時に ， 着目すべき点は - 貫して文   ト の方が，男子よりも 長時間， 

家事労働に関わっているということであ る " 女子の家事労働時間は ，高校生までは 男子の約 2 倍， 

短大以上になると 男子の約 3 倍であ る。 このような開きは 何を意味しているのだろうか。 

子どもの家事 労 ・働への関手は 非常に少ない。 しかしその中でも 男女には格差があ れ ), 量 とし 

ては少ないながらも ，女子は男 チ よりもはるかに 多くの時間，家事労働を 行っている。 - 大学・ 大 

学院在学の高学歴の 女子は，学業にかける 時間は男子とほぼ 同じで，むしろ 僅かに男子を 上回っ 

ている。 しかしその時間量に 加えて，家事労働時間は 男子の約 3 倍に及んでいる。 先に見た共働 

き夫妻の家事労働時間と 収入労働時間の 比較で明らかであ ったような，仕事も 家事も担 - っている 

妻の生活の兆しが ，すでに チ どもの頃 から表れているとは 舌 えないだろうか。 

(5) く 日本的ジェンダー 問題 ノは ついての仮説 

(4) で見たように ，生活時間調査結果からく H 木竹ジェンダー 問題 ノの 存在を裏 付ける手が 

かりが得られた。 く 円本的ジェンダー 問題 ノの 特徴として，次の 2 点を仮説として 提起したい。 

まず 第 1 点は，性別役割分業が 社会の経済構造を 支える根本原理として 存在しており ，特に山 

田 (1994) が指摘するように ，家事労働を 行うことがく 女 ， 性性ノの アイデンティティと 結びつい 

ていることであ る。 このことによって ， 女性にとっては「家事も 仕事も」という 労働の一 - 重 負担 

が 生じ，男性にとっては 家華 労働に参加することが 意識の上でも 時間的にも特に 困難になってい 

る。 近年，「主夫」であ る男性の体験談や 家事・育児に 携わる男性の 意見が注口を 集めつつあ る 

(McGradyl975, 福岡，女性と 職業研究会編 1982, Beerl983, 宮内 1998  など ) 。 しかし，この 

ような男性の 生 - き 方の多様化について ， まだ社会の受容度は 低いのではないだろうか。 

第 2 点は ， 子どもの頃 から家庭の家事労働へ 参加する機会に 乏しく，生活を 自ら管理する 能力 

が - ト分に発達していないということであ る。 特に男子児童・ 生徒の家事労働への 関手は少ない。 

こうした生活の 自己管理能力は ，本来ならば 家庭教育の範 鴫 として行われるべきものかも 知れな 

い。 しかし， 丑 どもを取り込んでしまい ，その生活力を 奪っているとも 考えるく家庭 ノ からの 

「自立」を促すためには ，家庭ではないところで ，子どもたちが 自 らの家庭生活を 客観化して見 

つめ直す学びが 求められる " その ょ うな視点は，家族ではない 他者との関係の 中で ， 様々な意見 

に 触れ ， 自ら体験することによって 身に付いてくるものであ る。 したがって，こうした 子どもに 

とってのく家庭 ノ からの「 白正 」のための教育は ，今日の学校が 担う役割でもあ ろう。 特に ，家 

庭 生活そのものが 題材となる家庭科で 担 -3 べき課題であ ると考える。 

(6) ジェンダ一の 視点、 で家庭科をく 総合化 ノ するということ 

以上述べたようなく 円本的ジェンダー 問題 ノ をふまえ，次に 家庭科の学習をジェンダ 一の視点 

で 総合化するプランを 提案したい 0 

その際，家庭科の 学習では，家庭生活に 関する内容を 取り扱うということが 大前提であ る。 し 

かしこのことは ，家庭生活の 内容のみを扱うということではない。 私たちの生きる 現実の生活を 

題材としょうとしたときに ，私たちの日常の 生活において ，家庭生活と 社会生活を分離させて 考 
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えること自体が 不自然なことなのであ り，私たちの 生活は，家庭という 生活の拠点から 社会へと 

つながっている。 それ故に，あ らかじめ内容の 範囲を区切ってしまうのではなく ，家庭から社会 

へとつながって 見えてくる学習の 方同性を重視したい。 

く 家庭科における 総合的学習 ノ とは，家庭から 社会へとつながる 道筋をたどって 子どもが主体 

的に学ぶものであ り，学習の端緒となる 地点はあ くまでも チ ども自身のこと ，子どもの家庭生活 

に関することとなる。 そこから，子ども 自身の生活自体が 社会の仕組みの 中に組み込まれて 存在 

しているということに 丘 ども自身が気づいていくような ，学習の展開をはかることが 求められる。 

したがって，どのような 題材を扱うにせよ 重要なことは ，子どもが自分自身の 問題としてとらえ ， 

自らの生活を 問 う ことから学習がスタートするということであ る。 将来の家庭生活の 経営のため 

の学習としてではなく ，今家庭科を 学ぶ子ども自身にとって ，意味のあ る ( と 彼ら・彼女らが 感 

じる ) 学習でなければならないのであ る。 

4. 家庭科から提案するジェンダー 教育実践の可能性 
、 ジェンダ一の 視点でく総合化 ノ する，家庭から 社会へとつながる 学習のプロセスをたどること 

のできる内容を 考えたとき，まず 浮かんでくるのは「家事労働」であ る。 3 (3), (4) で詳細に 

見たとおり， く 日本的ジェンダー 問題 ノは 家庭における 家事労働への 参加のあ り方に顕著に 表 3.t 

ている。 そこで，家事労働をコアとした 学習全体の枠組を 図 6 のように考案した。 

社会生活 

家庭生活 

図 6 : 家事労働をコアとしたく 家庭科における 総合学習 ノの 枠組 
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ジェンダーは 生活のあ らゆる場面に 関わっており ，それぞれの 場面で，他者，特に 家族との関 

係の中で立ち 現れてくる。 したがってジェンダ 一のトピックスは 常に家族の存在について 考える 

ことを伴い，現在の 自分の姿をそこに 投影させて学習が 展開することになろう。 

また，家庭の 中でのジェンダー 問題を考えることは ，常に社会へと 開かれた学びを 必要とする。 

なぜなら，家族は 個人としての 人間がよって 立つ最も基本的な 社会単位であ り，家族が生活する 

場であ る家庭で生じる 問題は，社会との 連関の   1 ニで発セ しているからであ る。 むしろ，社会へと 

つながり，人間がく 生きていく ノ ということを 対極的に見つめることができる 内容こそ，家庭科 

で学ぶべきであ ろう " それが， く 総合的な教科 ノ としての家庭科の 独自性であ ると言えるのでは 

な い だろうか。 

5. 児童・生徒にとっての 家庭科におけるジェンダー 教育実践の意義～まとめにか 
えて～ 

以上述べてきたような 家庭科からの 提案は ， 子どもたちが 自ら考え体験的に 学ぶ ， 優れて実践 

的なジェンダー 教育でもあ る。 こうした家庭科における 取り組みは，性別役割分業を 解消するこ 

とへの観念的な 理解で終えてしまいがちなジェンダー 教育とは趣を 異にしており ，理解を伴った 

実践を行うようにつなげていこうとするものであ る。 また，そのようにつながっていかなければ ， 

「家庭科」の 独自性，家庭科で 行うジェンダー 教育の意味はないだろう。 

前述の通り，世論調査の 結果を見ると ，確かに性別役割分業を 肯定する意識は 減少してきてい 

る 。 しかしそれはあ くまでも「     , 般論 」としてのことであ り，実際に大人たちがどのような 生 ， 

活をしているかといえば ，生活時間調査が 如実に示していたような ，明らかな，性別役割分業体制 

であ った。 こうした実態をジェンダー・フリ 一な意識に近づけて い くことは，そ う たやすくでき 

ることではない。 しかし，教育による 働きかけが積み 重ねられでいくことで ，時間をかけて 変化 

していくことであ ろう。 そのための役割を ，家庭科教育で 担って い きた い 。 
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